
 人口減少・高齢化が加速化し、DXや公共施設の老朽化対応等への対応が求められる中、限られた財源で
多様な行政需要に対応していくためには、財政推計を活用しつつ、中⾧期的な観点で行財政運営の舵取りを
行うことが望まれます。

 本市では、「門真市健全な財政に関する条例」に基づき、毎年度、財政収支の見通しを策定し、
公表することとしておりますが、この中⾧期財政シミュレーションは、大阪府の支援を受けながら作成したもので、
原則として府内市町村共通の前提条件となっております。

 前提条件が異なるうえに、より⾧期間の推計を行っているため、実際の財政収支や条例に基づき策定している
収支見通しと推計結果は異なります。

令和６年３月



 「まちの成⾧」と「財政の健全化」の両立に向けた取組みを行わなかった場合、

令和5年度以降、多額の収支不足が発生し、令和７年度には財政調整基金が枯渇する見通し。

（単位：百万円）

門真市は、大都市に近いという特徴から、社会経済情勢の変動を受けやすいことや人口減少等の影響による様々な課題を抱えているが、
これらの課題の解決のためには、決して緊縮的になるのではなく、積極的な投資によるまちの成⾧に取り組まなければならない。

一方で、少子高齢化や人口減少等により、めまぐるしく変化する行政需要や地震・台風等による災害などの緊急事態に適切に対応して
いくためには、より柔軟で弾力的な財政基盤を構築し、健全な財政運営を行っていく必要がある。
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財政調整基金残高 収支過不足

※普通建設事業費が非常に高い水準で推移する一方、投資の効果（住民税・固定資産税等による税収の増加等）は一切見込まれていない。
※減債基金・特定目的基金からの取崩しを見込んでいない。（R4末残高：約69.5憶円）



人口減少に伴う市税の減少が見込まれる一方で、物価上昇や社会保障経費の増加により、厳しい推計結果となった。

※歳入の「繰入金」欄について、令和５年度以降は財政調整基金からの繰入れは含んでいない

（歳入）個人住民税は、人口の増減に連動するため、減少が見込まれる。 （地方交付税は据え置き）

地方消費税交付金も、人口の増減等の影響により減少が見込まれる。

（歳出）物価上昇や社会保障経費の増加により、物件費・扶助費の増加が見込まれる。

学校適正配置推進事業をはじめとした大規模事業を見込んでおり、普通建設事業による支出の増加が見込まれる。



● 公共施設等総合管理計画（令和５年３月改訂）では、本市の建物系施設に係る今後の更新費用として
年平均51.3億円を見込んでいる。

● 将来的な財政負担の軽減を図っていくためには、学校適正配置推進事業をはじめとした公共施設の再編を
行っていく必要がある。

● 引き続き、建物の老朽度や今後の必要性・費用対効果などを勘案しながら、公共施設の複合化や統廃合等を
検討し、再編した施設における市民の利便性・利用率の向上を目指しつつ、将来的な予算の縮減や平準化を図る。
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（単位：百万円）



※各全国平均値は、推計が困難なことから、令和４年度決算額及び令和５年１月１日時点
の住基人口により算出したものを横置きとしている。
人口10～15万人都市、人口15～20万人都市は、財政状況資料集より抽出。

 人口減少に伴う市税の減少が見込まれる一方、物価上昇や社会保障経費の増加が見込まれるため、
住民一人当たりの歳出は、歳入を大きく超過する見通しとなっている。
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【住民一人当たり歳出総額・歳入総額】
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【住民一人当たり人件費・物件費の比較】

このことを踏まえると、行政サービスを低下させることなく、財政負担を軽減に繋がるような取組みを推進していく必要がある。

たとえば、窓口における行政手続のデジタル化や、マイナンバーカードの普及・利活用によって、「市民の利便性向上」を

図るとともに、AI・RPA 等の活用による「業務の効率化・省力化」の取組みを行う。

また、市町村間での広域連携体制の構築など、さまざまな検討を行い、より効率的・効果的な行財政運営に努める必要がある。


